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令和５年度 永田地域ケアプラザＰＤＣＡシート_公表用 （事業計画書、事業報告書、事業実績評価）

—総括表—
◆ 事業計画

□ 地域の現状と今後の方向性

南区は７５歳以上の人口割合が横浜市内でも比較的高い地域であり、北永田地区、永
田みなみ台地区、南永田山王台地区も高齢者の多い地域になる。各地区のほとんど
が住宅地であり、長く定住されている方が多く、住民同士の繋がりの強い地域性があ
る。また、地域の歴史や技能を地域全体で様々な機会を通して受け継いでいる風土も
ある。その一方、核家族化が進み、独り暮らし高齢者が増えてきている。各地区ともに
担い手不足が深刻化し、新たな担い手の確保が急務となっている。また、外国人居住
者も増えてきており、生活環境が変化してきている。
　今後の方向性として高齢化が進んでいることから、地域ケア会議等で地域課題の解
決を図り、認知症サポーター養成講座を継続して開催し、安心して住むことができる環
境づくりを構築する。また、担い手不足が深刻なため、地域に向けてボランティア活動
を紹介し、新たな担い手を発掘し活動に繋げていく。外国人居住者に対しては、気軽に
話し合える場を提供するためサロンの開設を検討する。

□ 今年度の重点的な取組

◆ 事業報告・事業実績評価

□ 振り返り

—具体的な取組内容－

認知症サポーター養成講座をキャラバンメイトや地区社協と共催し、認知症についての正しい知識や対応につい
て普及活動を行う。

ケアプラザでの相談だけでなく、自主事業・会議、地域の会合等さまざまな場面で相談を受け付け、状況に応じた
情報提供を行い、地域にケアプラザの機能を知ってもらうことで活用を促す。

ケアマネ勉強会『やまさかネット』をケアプラザの施設協力医と協働して月２回開催し、医療関係者と介護事業者と
の連携が図れ、利用者中心とした支援が円滑に行われるように関係を構築していく。

地域の福祉保健団体等と連携し、情報共有や地域のニーズを把握し、事業を共催するなどネットワークづくりに取
り組む。また、区役所や社会福祉協議会との定例会議、民児協や連合町内会を通じて情報を共有する。

南区社会福祉協議会ボランティアセンターと連携を図りながら、ボランティアの育成と同時に、地域の中で負担の
ない見守り活動や、個別支援を支える地域ボランティア育成を行う。

□ 区からのコメント



１　施設の適切な運営について

取組
計画

実績

２　指定介護予防支援事業、居宅介護支援事業

目標

職員
体制

契約
者数

目標

実施
体制

職員
体制

契約
者数
等

【延べ利用者数】 【延べ利用者数】 【延べ利用者数】

【契約者数】 【契約者数】 【契約者数】

管理者　１名（常勤兼務）
生活相談員　３名（常勤兼務３名）
看護職員　６名（非常勤兼務６名）
機能回復訓練指導員　６名（非常勤兼務５名）
介護職員　１６名（常勤兼務３名、非常勤兼務１３名）
運転手　６名
事務員　１名（常勤兼務１名）

【実施日数】
【提供時間】
【定員】

利用
料金

【サービスに係る費用】
指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基
準（厚生労働省告示第百二十六号）に基づく金額

【その他料金】【その他料金】
 食費負担          ７５０円

【実施日数】　週　７　日
【提供時間】　9：30　～　16：30
【定員】　４０名

【実施日数】
【提供時間】
【定員】

【サービスに係る費用】
指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基
準（厚生労働省告示第百二十六号）及び指定地域密着型介護
予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準（厚生労
働省告示第百二十八号）に基づく金額

【その他料金】

通所介護では、『地域に必要とされるデイサービス』を目標に掲
げ、安全で安心して利用できるデイサービスを目指す。利用者
のニーズを十分に把握し、利用者一人一人に寄り添った支援を
実践する。体操やレクリエーションを通した機能訓練の充実や
食事などの日常生活の支援を利用者の意向を踏まえ提供し、
いつまでも健康で生活できるよう支援する。また、高齢者ボラン
ティアを積極的に受け入れ、地域での社会参加の機会を提供
する。またサービスの質を向上させるため、定期的な職員研修
を実施する。安定した運営のために、新規利用者の継続的な確
保、稼働率の向上を目指す。

【サービスに係る費用】
指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（厚
生省告示第十九号）及び横浜市介護予防・日常生活支援総合
事業実施要綱に基づく金額

利用
料金

３　通所系サービス事業

地域密着型通所介護通所介護・第１号通所介護 （介護予防）認知症対応型通所介護

地域包括支援センター職員が中心となり、総合事業対象者や要支援の認定を受けた利用者の
ニーズを把握し、介護予防サービスを適切に受けられるように計画策定及び支援を行う。地域
包括支援センターが担当している利用者については、居宅介護支援事業と協力し３職種の仕事
に影響が出ないように調整しながら対応する。
管理者　１名
保健師（看護師）　１名
主任ケアマネジャー　１名
社会福祉士　１名

管理者　　　　　　　　　　１名（常勤兼務）
主任介護支援専門員　１名（常勤）
介護支援専門員　　　　２名（常勤兼務１名）

令和５年度永田地域ケアプラザ事業計画書・報告書（施設運営、介護保険事業）

包括支援センターが要介護者等から相談を受け、委託先となる居宅介護支援事業所を選択す
るにあたり、適切な情報提供をおこない利用者や家族が自身の考えのもと選んでいただけるよ
う支援する。具体的には、『ハートページ』で情報提供を行い、多様な事業所から選んでいただく
体制を整える。また、選択された事業所をカウントすることにより、大幅な偏りが発生しないよう
にチェックする。

公正・中立性の確保について コンプライアンスへの対応について
（事故防止、個人情報保護等）

事故防止策では、「横浜市地域ケアプラザ・事故防止の手引き」を職員がいつでも閲覧できる場
所に置き意識向上に努める。また、「手引き」をテキストとして内部研修で活用し、事故の予防に
努め、事故発生時には事故対応マニュアルに則り対応を行えるように備える。「防げる事故は起
こさない」「事故は未然に防ぐ」を目的とし「ヒヤリハット報告書」を活用することでリスク管理を行
いその防止に努める。
事故発生時は、初動対応を正確かつ迅速に行い、関係機関に連絡、報告を義務づける。また、
再発防止の為に「報告書」の作成を行い、職員全員に回覧する。通所介護では、事故防止の意
識が向上するように月例の会議や毎日のミーティングで事故事例の検証や事故予防の啓発を
行う。
　法人の「個人情報保護に関する基本方針」及び「個人情報管理規定」に基づき個人情報の管
理保護に努める。個人情報のＦＡＸ送信時、郵送時には必ず二人体制でダブルチェックを行い、
誤送付防止に努める。職員全体会議時に個人情報保護の取り扱いについての研修を行う。ＵＳ
Ｂメモリは原則使用せず、特別に必要と認められる場合を除き（出前講座など）ＵＳＢメモリの持
ち出しをしないように徹底する。

指定介護予防支援事業
第１号介護予防支援事業

指定介護予防支援事業・第１号介護予防支援事業では、利用者の身体の状況や生活環境を考
慮し、介護保険制度の理念でもある自立支援を促す。また、ケアマネジメントの展開が難しい方
（高齢者虐待など）は、地域包括支援センター職員と相談し関係機関と協働して支援する。要支
援１・２、総合事業対象者の利用者は毎月２３０件前後の担当を行っている。このうち７０％程度
を居宅介護支援事業所に委託する。

【その他料金】

居宅介護支援事業

ケアプラン作成にあたっては、利用者の身体の状況や生活環境を考慮し、介護保険制度の理念
でもある自立を支援する。また、ケアマネジメントの展開が難しい方（高齢者虐待など）は、地域
包括支援センター職員と相談し関係機関と協働して支援する。
介護支援専門員常勤換算あたり１名の契約目標を要介護者を３５名とする。また、包括支援セン
ターと協働し、要支援の利用者８名程度担当する。

【その他料金】

【サービスに係る費用】
指定介護予防支援に要する費用の額の算定に関する基準（厚生労働省告示第百二十九号）及
び横浜市介護予防ケアマネジメント実施要綱に基づく金額

【サービスに係る費用】
指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準（厚生省告示第二十号）に基づく金
額



収入の部 （単位：円）

当初予算額（A） 補正額（B） 予算現額（C=A+B） 決算額（D） 差引（C-D） 説明

21,727,875 21,727,875 21,727,875 横浜市より

0 0 0

74,120 0 74,120 0 74,120

22,000 22,000 22,000

21,120 21,120 21,120

31,000 31,000 31,000 自販機販売収入

△ 1,521,304 △ 1,521,304 △ 1,521,304
施設使用料相当額控除、光水熱費控除、通所
介護より繰入

20,280,691 0 20,280,691 0 20,280,691

当初予算額
（A）

補正額
（B）

予算現額
（C=A+B）

決算額
（D）

差引
（C-D）

説明

11,162,571 0 11,162,571 0 11,162,571

7,629,240 7,629,240 7,629,240

1,053,000 1,053,000 1,053,000

2,248,331 2,248,331 2,248,331

25,000 25,000 25,000

0 0 0

133,000 133,000 133,000

74,000 74,000 74,000

570,120 0 570,120 0 570,120

0 0 0

120,000 120,000 120,000

0 0 0

10,000 10,000 10,000

255,000 255,000 255,000

21,120 0 21,120 0 21,120

自販機目的外使用料（横浜市への支出） 21,120 21,120 21,120

その他 0 0 0

0 0 0

0 0 0

12,000 12,000 12,000

0 0 0

0 0 0

83,000 83,000 83,000

2,000 2,000 2,000

0 0 0

67,000 67,000 67,000 雑費、広報費

245,000 0 245,000 0 245,000

0 0 0

245,000 245,000 245,000

0 0

7,829,000 0 7,829,000 0 7,829,000

6,121,000 6,121,000 6,121,000

282,000 282,000 282,000

70,000 70,000 70,000

1,169,000 0 1,169,000 0 1,169,000

空調衛生設備保守 415,000 415,000 415,000

消防設備保守 95,000 95,000 95,000

電気設備保守 445,000 445,000 445,000

害虫駆除清掃保守 39,000 39,000 39,000

駐車場設備保全費 0 0 0

その他保全費 175,000 175,000 175,000

187,000 187,000 187,000

0 0 0

474,000 474,000 474,000 予算：指定額

0 0 0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

20,280,691 0 20,280,691 0 20,280,691

△ 0 0 △ 0 0 △ 0

0 0 0 0 0

245,000 0 245,000 0 245,000

△ 245,000 0 △ 245,000 0 △ 245,000

21,120 0 21,120 0 21,120 目的外使用許可（自販機）による手数料収入

21,120 0 21,120 0 21,120 目的外使用許可（自販機）による横浜市への支出

0 0 0 0 0
※各大項目の内訳については、「その他」欄に集約して記載している場合もあります。

その他

印紙税
その他

修繕費

光熱水費
清掃費
機械警備費
設備保全費

公租公課
事業所税
消費税

その他

事業費

印刷代
自動販売機手数料
その他

令和５年度　「横浜市永田地域ケアプラザ」

収支予算書及び報告書（一般会計）＜地域活動交流＞

科目
指定管理料
自主事業収入（指定管理料充当の自主事業）
雑入

共益費

運営協議会経費
自主事業費（指定管理料充当の自主事業）
その他

管理費

自主事業　収支

管理許可・目的外使用許可に関わる収入

管理許可・目的外使用許可に関わる収支
管理許可・目的外使用許可に関わる支出

その他
支出合計

自主事業費　支出

差引

自主事業費　収入

手数料
地域協力費

職員等研修費

旅費

会議賄い費

使用料及び賃借料

備品購入費

印刷製本費

施設賠償責任保険
図書購入費

振込手数料

消耗品費

リース料

その他

本俸

通信費

手当計
健康診断費

事務費

収入合計

支出の部

科目

人件費

勤労者福祉共済掛金
退職給付引当金繰入額

社会保険料

その他



収入の部 （単位：円）
当初予算額
（A）

補正額
（B）

予算現額
（C=A+B）

決算額
（D）

差引
（C-D）

説明

32,954,236 32,954,236 32,954,236 横浜市より
154,000 154,000 154,000 横浜市より

0 0 0 横浜市より
5,688,210 5,688,210 5,688,210 横浜市より

0 0

0 0

△ 2,895,719 △ 2,895,719

25,000 0 25,000 0 25,000

0 0

0 0

25,000 25,000 25,000 利用料金収支の活用

△ 2,895,719 △ 2,895,719 △ 2,895,719 利用料金収支

35,925,727 0 35,925,727 0 35,925,727

当初予算額
（A）

補正額
（B）

予算現額
（C=A+B）

決算額
（D）

差引
（C-D）

説明

31,712,200 0 31,712,200 0 31,712,200
18,440,200 18,440,200 18,440,200
4,266,000 4,266,000 4,266,000
8,326,000 8,326,000 8,326,000

49,000 49,000 49,000
0 0 0

551,000 551,000 551,000
80,000 80,000 80,000

853,000 0 853,000 0 853,000
10,000 10,000 10,000
272,000 272,000 272,000

0 0 0
18,000 18,000 18,000

322,000 322,000 322,000
0 0 0 0 0

自販機目的外使用料（横浜市への支出） 0 0 0

その他 0 0 0
0 0 0
0 0 0

24,000 24,000 24,000
31,000 31,000 31,000

0 0 0
45,000 45,000 45,000
4,000 4,000 4,000

0 0 0
127,000 127,000 127,000

1,047,000 0 1,047,000 0 1,047,000
630,000 630,000 630,000 予算：指定額

73,000 73,000 73,000
154,000 154,000 154,000

0 0 0
190,000 190,000 190,000

0 0
2,079,000 0 2,079,000 0 2,079,000
1,625,000 1,625,000 1,625,000

75,000 75,000 75,000
19,000 19,000 19,000

310,000 0 310,000 0 310,000
空調衛生設備保守 110,000 110,000 110,000
消防設備保守 25,000 25,000 25,000
電気設備保守 118,000 118,000 118,000
害虫駆除清掃保守 10,000 10,000 10,000
駐車場設備保全費 0 0 0
その他保全費 47,000 47,000 47,000

50,000 50,000 50,000

0 0
126,000 126,000 126,000 予算：指定額

0 0 0 0 0
0 0
0 0
0 0
0 0

108,527 108,527 108,527 通所介護へ繰入

35,925,727 0 35,925,727 0 35,925,727
0 0 0 0 0

0 0 0 0 0
417,000 0 417,000 0 417,000

△ 417,000 0 △ 417,000 0 △ 417,000

0 0 0 0 0 目的外使用許可（自販機）による手数料収入

0 0 0 0 0 目的外使用許可（自販機）による横浜市への支出

0 0 0 0 0
※各大項目の内訳については、「その他」欄に集約して記載している場合もあります。

管理許可・目的外使用許可に関わる収入
管理許可・目的外使用許可に関わる支出
管理許可・目的外使用許可に関わる収支

その他
支出合計

差引

自主事業費　収入
自主事業費　支出
自主事業　収支

修繕費
公租公課
事業所税
消費税
印紙税
その他

管理費
光熱水費
清掃費
機械警備費
設備保全費

共益費
その他

協力医
自主事業費（指定管理料充当の自主事業）【包括】
自主事業費（指定管理料充当の自主事業）【介護予防】

自主事業費（指定管理料充当の自主事業）【生活支援】
その他

自主事業費（指定管理料充当の自主事業）【チームオレンジ】

事業費

使用料及び賃借料

備品購入費
図書購入費
施設賠償責任保険
職員等研修費
振込手数料
リース料
手数料
地域協力費
その他

勤労者福祉共済掛金
退職給付引当金繰入額
その他

事務費
旅費
消耗品費
会議賄い費
印刷製本費
通信費

本俸
社会保険料
手当計
健康診断費

その他
収入合計

支出の部

科目

人件費

自主事業収入（指定管理料充当の自主事業）【包括】
自主事業収入（指定管理料充当の自主事業）【介護予防】
自主事業収入（指定管理料充当の自主事業）【生活支援】
雑入
印刷代
自動販売機手数料
その他

指定管理料【生活支援】

令和５年度　「横浜市永田地域ケアプラザ」
収支予算書及び報告書（一般会計）＜包括等＞

科目

指定管理料【包括】
指定管理料【介護予防】
指定管理料【チームオレンジ】



令和５年４月１日～令和６年３月31日

（単位：千円）

予算 決算 差引 予算 決算 差引 予算 決算 差引 予算 決算 差引 予算 決算 差引

7,598 7,598 6,896 6,896 17,333 17,333 98,804 98,804 4,961 4,961

0 0 0 0 0 0 119 0 119 11,400 0 11,400 684 0 684

事業・負担金収入 0 0 0 0 0 0 6,717 6,717 684 684

職員給食費収入 0 0 0 0 0 0 168 168 0 0

受託収入 0 0 0 0 119 119 0 0 0 0

施設利用料相当額 0 0 0 0 0 0 3,587 3,587 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 928 928 0 0

7,598 0 7,598 6,896 0 6,896 17,452 0 17,452 110,204 0 110,204 5,645 0 5,645

0 0 0 0 20,192 20,192 66,806 66,806 0 0

0 0 0 0 699 699 8,753 8,753 0 0

0 0 0 0 140 140 9,473 9,473 0 0

0 0 0 0 0 0 6,731 6,731 0 0

6,479 0 6,479 5,862 0 5,862 0 0 0 8,987 0 8,987 0 0 0

利用者負担軽減額 0 0 0 0 0 35 35 0 0

消費税 0 0 0 0 0 2,112 2,112 0 0

介護予防プラン委託料 6,479 6,479 5,862 5,862 0 0 0 0 0 0

施設利用料相当額 0 0 0 0 0 0 3,587 3,587 0 0

職員給食費 0 0 0 0 0 0 168 168 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 3,085 3,085 0 0

6,479 0 6,479 5,862 0 5,862 21,031 0 21,031 100,750 0 100,750 0 0 0

1,119 0 1,119 1,034 0 1,034 -3,579 0 -3,579 9,454 0 9,454 5,645 0 5,645

※　介護予防プランを他事業者へ委託する場合の取扱は、介護報酬を一旦全額収入に計上した後、他事業者へ委託料として支払う分を支出に計上してください。

※　上記以外の事業を実施している場合は、事業ごとに列を追加して記載してください。

 その他

支出合計（Ｂ）

収支　（Ａ）－（Ｂ）

 介護保険収入

 その他

収入合計（Ａ）

支
出

 人件費

 事務費

 事業費

 管理費

令和５年度　地域ケアプラザ収支予算書及び報告書＜介護保険事業分＞

収
入

科目 第1号介護予防支援 介護予防支援 居宅介護支援 通所介護 第１号通所介護

施設名：横浜市永田地域ケアプラザ



1 永田支えあい祭り H15年
７：共催（１と２と
３）

２：発展させるね
らい

地域の活性化と異世代交流のネットワー
クづくりのため ５：地域 7

実施内容：地域で活動している福祉保健
活動団体をＰＲする場として、ブース出店
（食べ物、手芸、健康チェック、おもちゃ病
院など）、ブラスバンド演奏・ダンベル体
操・認知症サポーター養成講座などをおこ
なう。祭りの運営については、実行委員会
形式ですすめ、地域を主体にしておこな
う。
実施回数： 1回　　実施時期：7月または１
１月

2 子育てサロンたんぽぽ H14年
１：地域活動交
流事業

２：発展させるね
らい

未就園児とその保護者を対象にしたサロ
ン。

３：養育者及
び乳幼児

5

ボランティアが子供達を見守り、自由に遊
べるスペースを提供。また、月に１度、４５
分程度のお楽しみタイムを設ける。お楽し
みタイムとは、水遊びやクリスマス会など
季節に合った遊びを楽しむ。近隣の永田
保育園やさくらザウルスから講師の方に
来て頂いて、協力してもらう場合もある。
実施回数： 36回
実施時期：毎月第１木曜日、第３日曜日、
第４水曜日

3 永田囲碁・将棋クラブ H16年
１：地域活動交
流事業

２：発展させるね
らい

実施目的：地域住民の交流 ５：地域 1
実施内容：大人向けの囲碁将棋クラブ
実施回数: 24回
実施時期：第２・第３土曜日

4 親子料理教室 H17年
１：地域活動交
流事業

２：発展させるね
らい

実施目的：食に関する正しい知識と望まり
位食習慣を身に付けることが出来るよう支
援する。

５：地域

実施内容：未就学児の親子を対象に料理
の楽しみを体験し、食の大切さを学ぶ。
実施回数: 2回
実施時期 ：6月、11月を予定

5 お楽しみ講座 H15年
１：地域活動交
流事業

２：発展させるね
らい

実施目的：誰もが気軽に参加できる講座
を行う事で、普段ケアプラザを利用してい
ない方に、ケアプラザを知ってもらう機会と
する。

５：地域
実施回数：5回
実施時期：５月、7月、９月、１１月、１月

6 育児講座 H19年
１：地域活動交
流事業

２：発展させるね
らい

実施目的：地域の子育て支援
４：子ども・青
少年

3
実施内容：健康相談、離乳食、他
実施回数：2回
実施時期：7月、2月

7
障がい児支援企画
「カフェ・スマイル」

H22年
１：地域活動交
流事業

２：発展させるね
らい

実施目的：知的障害がある中高生および
成人の居場所作り。
対象者：南区に在住の知的に障がいがあ
る中高生および成人

２：障害児・
者

5

活動内容：ケアプラザで、プログラムは設
けず、出入り自由に、好きな時に来て、過
ごせる時間を過ごす。
実施回数:1回
実施時期： 12月

8 ボランティア交流会 H15年
１：地域活動交
流事業

２：発展させるね
らい

実施目的：ケアプラザで活動するボラン
ティアの交流の場作り。

５：地域

実施内容：活動しているボランティアとの
意見交換会。
実施回数：2回
実施時期：7月、3月を予定

9 永田deはぐくむ　わくわく教室 H29年
１：地域活動交
流事業

１：優先的に取
り組み

実施目的：赤ちゃん学級（１歳未満の第1
子など）の対象とならない、あるいは卒業
した保護者を対象に、（保育園入園前の）
保護者同士の交流と地域とのつながりづ
くりを目指す。

４：子ども・青
少年

3

実施内容：講義や実習を通し、親と子が楽
しく学び、集う講座を開催する。保育付講
座とし、前述の保育ボランティア養成講座
を受講した方の活動の場としてスタートさ
せる。また、運営については、3地区の子
育てサロンの担い手にも関わってもらい、
お互いのサロンの情報交換の場としても
機能させることが望ましい。
実施時期：8回
実施時期：10月～3月

10 貸館利用団体交流会 H29年
１：地域活動交
流事業

２：発展させるね
らい

実施目的：ケアプラザを利用する各団体
が一堂に会し、情報共有を図るとともに、
活動を促進し、地域福祉保健活動を推進
する。

５：地域 7

実施内容：各団体会員に参加を促し、団
体活動のPRや意見交換をおこなう。
年１回
実施時期：未定

11 子ども青少年向け講座 H30年
１：地域活動交
流事業

２：発展させるね
らい

実施目的：小学校PTAや学校地域連携
コーディネーターと連携を図り、地域向け
に講座を開催することで、ニーズを把握す
るとともに、エリア内の小学校との連携を
図る。

４：子ども・青
少年

5
実施内容：星空観察会など
年数回
実施時期：未定

12 年末大掃除大会 H29年
１：地域活動交
流事業

２：発展させるね
らい

実施目的：ボランティアをする機会の提供
と参加者間の交流を図る。

５：地域 7

実施内容：館内及び周辺道路の清掃と、
掃除終了後に、茶話会を開催する。
実施回数：１回
実施時期：１２月

13 出張相談 H15年
７：共催（１と２と
３）

２：発展させるね
らい

実施目的：ケアプラザの周知活動を実施
するほ地域の活性化と異世代交流のネッ
トワークづくりを図る。

５：地域 1

実施内容：地域の中で、ケアプラザのＰＲ
する場として、ブース出店。
実施回数：年１回
実施時期：１０月

14 地域の集いの場マップづくり H28年
３：生活支援体
制整備事業

２：発展させるね
らい

実施目的：これまで地域ケア会議や地区
活動を通じて得られた情報をデジタルマッ
プを使用し、地図上に整理する。

５：地域 1

事業内容：地域ケア会議や協議体、地域
の会合において、デジタルマップの情報を
提供し会議に役立てる。
実施時期：通年

開始
年度

事業
事業の
性質

合計

実施
回数

延べ
参加
人数

横浜市永田地域ケアプラザ

令和５年度　自主事業計画書・報告書

No 事業内容・実施時期事業目的事業名
主な

対象者

従たる
対象者

(複数選択
可）

■ 事業

１：地域活動交流事業 ２：地域包括支援センター運営事業

３：生活支援体制整備事業 ４：共催（１と２） ５：共催（１と３）

６：共催（２と３） ７：共催（１と２と３）

■ 事業の性質

１：優先的に取り組みが求められる事業

２：福祉保健活動に発展させることを

ねらいとした事業

■ 主な対象者、従たる対象者

１：高齢者 ２：障害児・者 ３：養育者及び乳幼児

４：子ども・青少年 ５：地域 ６：事業者

７：その他



開始
年度

事業
事業の
性質

合計

実施
回数

延べ
参加
人数

No 事業内容・実施時期事業目的事業名
主な

対象者

従たる
対象者

(複数選択
可）

■ 事業

１：地域活動交流事業 ２：地域包括支援センター運営事業

３：生活支援体制整備事業 ４：共催（１と２） ５：共催（１と３）

６：共催（２と３） ７：共催（１と２と３）

■ 事業の性質

１：優先的に取り組みが求められる事業

２：福祉保健活動に発展させることを

ねらいとした事業

■ 主な対象者、従たる対象者

１：高齢者 ２：障害児・者 ３：養育者及び乳幼児

４：子ども・青少年 ５：地域 ６：事業者

７：その他

15 サロンづくりの支援 H28年
３：生活支援体
制整備事業

２：発展させるね
らい

実施目的：各地区で個人・町内会単位で
「サロンを立ち上げたい」という話を聞く。
サロンの立ち上げが実現できるよう、支援
をする。

５：地域 1

事業内容：地域の情報をもとに課題を整
理して、地域で解決できるよう支援してい
く。
実施時期：通年

16 生活支援に関するボランティア講H28年
３：生活支援体
制整備事業

２：発展させるね
らい

実施目的：現在、すでに地域で活動してい
る方の参加も含め「ボランティア」とは何
か、「生活支援」とは何かをイメージできる
ような講座を実施する。

５：地域 1
実施内容：ちょこっとボランティアのきっか
けになるボランティア講座を実施する。
実施時期：３回シリーズ

17 認知症サポーター養成講座 H22年 ６：共催（２と３）
２：発展させるね
らい

実施目的：地域における認知症普及啓発
を行っていく。

５：地域 1

実施内容：地区社協、町内会、各老人会と
の共催することで認知症の普及啓発を地
域に浸透させ、認知症になっても安心して
生活できる町づくりを行う。
実施時期：各地区で2～3回

18 認知症キッズサポーター養成講 H22年
７：共催（１と２と
３）

２：発展させるね
らい

実施目的：子供たちに認知症のことについ
て正しく伝えることで、身近にいる認知症
高齢者に対して優しい気持ちで向き合え
るようにする。また実際に認知症高齢者に
出会った場合どのような対応をしたら良い
か、考えてもらう。

４：子ども・青
少年

1
実施内容：永田小、永田台小の5年生、永
田中の3年生を対象とする講座の開催
実施時期：各校1回

19 ケアマネジャー勉強会 H26年
２：地域包括支
援センター運営
事業

２：発展させるね
らい

実施目的：ケアマネネットワークに登録し
ているケアマネジャーの自主的な活動と
し、ケアマネジャーのスキルアップ（医療的
な知識）を目的とする。また、地域のケア
マネジャー同士の顔の見える関係性を構
築する。

６：事業者 7

実施内容：輪番制で担当事業所を決め、
事例検討を持ち込んでもらう。疾病勉強な
どケアマネ業務に関するものを勉強してい
く。また協力医である南永田診療所の水
谷医師の協力を得てケアマネの医療に関
する知識の向上につとめていく。
実施時期：月２回

20 民生委員とケアマネ交流会 H26年
２：地域包括支
援センター運営
事業

２：発展させるね
らい

実施目的：民生委員とケアマネジャーの交
流を通して『顔の見える関係』を構築し、高
齢者を支援しやすい環境を作る。

５：地域 6
実施内容：課題を共有し、各々の役割を
十分に理解し地域支援に役立てる。
実施時期：年に１回

21 介護者サロン H26年
２：地域包括支
援センター運営
事業

２：発展させるね
らい

実施目的：介護にかかわる地域の方を対
象に介護についての悩みなどを共有し介
護に役立てる。

１：高齢者 5

実施内容：ケアプラザを会場として、介護
者の話を包括職員が聴き、状況に応じて
アドバイスを提供する。
実施時期：２ヶ月に１回

22 フードパントリー R4年
１：地域活動交
流事業

１：優先的に取
り組み

実施目的：ひとり親世帯など主に「子育て
中で食品支援が必要な家庭」を対象に実
施。
支援が必要な家庭は、孤立しがち傾向に
あるので、地域とつながるきっかけづくりを
目指す。

３：養育者及
び乳幼児

5
実施内容：ケアプラザを会場として、対象
世帯へ食料品等の配布する。
実施時期：月１回

23

24

25


